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１．対象

■委託研究開発成果報告書（報告様式４）

■補助事業成果報告書（報告様式１０）



２．変更理由

■研究開発成果として公表する内容の明確化

■英文ホームページでの研究開発成果の公表

■委託事業と補助事業の様式の統一



３．変更のポイント

①公開部分と非公開部分を分けて記載していただく

②公開部分の「成果の概要（総括報告書）」を
日本語と英語の両方で記載していただく

③委託事業と補助事業の様式の統一

④押印の廃止

⑤報告様式４別紙１特許出願一覧は本様式に統合



４．記載項目

Ⅰ．基本情報＜公開＞

Ⅱ．成果の概要（総括研究報告書）＜公開＞

Ⅲ．成果の外部への発表＜公開＞

Ⅳ．成果の概要＜非公開＞

Ⅴ．活動＜非公開＞

Ⅵ．実施体制＜非公開＞



５．その他

■これらの報告書は、翌年度の期限までに、提出していただきます。

■押印を不要としましたので、メール等で電子的に各事業担当まで
提出していただくことになります。

■公開部分については、AMEDの日本語及び英文のホームページ等に
課題一覧とともに公開されます。

■非公開部分は原則として公開されませんが、将来公開の必要が生じた場合は、
その都度研究開発者に内容確認等の後、公開させていただくことがあります。

■総括研究報告の公開部分は、原則として、A４で、和文と英文、各１ページ程

度を想定しています。また非公開部分の記載量については特に制限は定めてい
ません。
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（報告様式４）                                   

【課題管理番号】 

平成   年   月   日 

 

 

平 成 ○ 年 度  委 託 研 究 開 発 成 果 報 告 書 

 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 殿 

 

（契約者） 

機関名 ：  

所属 役職 ：  

氏 名 ：  

                                       （公印不要） 

 

上記研究開発に関する成果の報告書を委託研究開発契約書第１７条の規定に基づき提出します。 

※ P７の補足説明資料（作成上の留意事項、１.公表に関して）をご確認ください。 

 

I. 基本情報（公開）※AMED の HP での公開情報となります。 

 

事  業  名 ： （日本語） 

      （英 語） 

 

研究開発課題名： （日本語） 

      （英 語） 

 

研究開発担当者  （日本語） 

所属 役職 氏名： （英 語） 

      

実 施 期 間： 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

 

分担研究     （日本語） 

開発課題名：  （英 語） 

     

研究開発分担者   （日本語） 

所属 役職 氏名： （英 語） 
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II. 成果の概要（総括研究報告：公開） 

 研究開発代表者による報告の場合 

和文と英文の両方を作成してください。 

※P７～８の補足説明資料（作成上の留意事項、２.総括研究報告に関して）に従い、作成すること。 

 

 研究開発分担者による報告の場合 

以下に研究開発代表者名（機関名・所属・氏名）を記載してください。 

研究開発代表者：                       総括研究報告を参照。 

 

III. 成果の外部への発表（公開） 

（１）学会誌・雑誌等における論文一覧（国内誌   件、国際誌   件） 

※著者名、タイトル、掲載誌名、発表年、巻、号、頁を発行日順に記載してください。また、研究開発

担当者には下線を引いてください。 

(記入例 1) 栄目戸太郎, 栄目戸花子, 栄目戸研太. △△に関する研究. ○○紙. 2015, 111, 2222-33. 

(記入例 2) AMED T, AMED H, AMED K. Research for △△. Journal of ○○. 2015, 111, 

2222-33. 

 

1.  

2.  

3.  

 

（２）学会・シンポジウム等における口頭・ポスター発表 

※発表題目、口頭・ポスター発表の別、発表者氏名、発表した場所、発表した時期、国内・外の別を記

載してください。また、研究開発担当者には下線を引いてください。 

(記入例) △△について, 口頭, 栄目戸太郎, 栄目戸花子, ××フォーラム, 2016/11/11, 国内. 

 

1.  

2.  

3.  

 

（３）「国民との科学・技術対話社会」に対する取り組み 

※発表した演題等、発表者氏名、発表した場所、発表した時期、国内・外の別を記載してください。ま

た、研究開発担当者には下線を引いてください。 

(記入例) △△について, 栄目戸太郎, ××シンポジウム, 2016/11/11, 国内. 

 

1.  

2.  

3.  
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『「国民との科学・技術対話」の推進について(基本的取組方針)』(平成 22 年 6 月 19 日科学技術政策担当大臣、

総合科学技術会議有識者議員)において、「研究活動の内容や成果を社会・国民に対して分かりやすく説明する、

未来への希望を抱かせる心の通った双方向コミュニケーション活動」を「国民との科学・技術対話」と位置づ

けています。1 件あたり年間 3,000 万円以上の公的研究費の配分を受ける場合には、「国民との科学・技術対

話」への積極的な取組みが求められています。詳しくは以下をご参照ください。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100619taiwa.pdf 

 

公開情報（続き）となります 

（４）特許出願 

※特許出願番号の公開を希望する場合のみ、以下の例を参考にして、特許出願番号を記載してください。

なお、対象となるのは、研究開発成果に係る当該年度に出願した特許出願です。 

※特許出願は、原則、特許出願の日から１年６ヶ月間公開されないことにご注意ください。 

※特許出願が共同出願である場合又は貴学以外が出願人である場合は、他の出願人全員に特許出願番号

の公開の可否について必ずご確認ください。 

 

（記入例 1） 特願 2016-△△△△△△号 

（記入例 2） US 10/△△△△△△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出願国によって表記が異なりますので、出願国に応じて以下のように記載してください。 

 日本：特願 2016-△△△△△△号          ドイツ：DE 10 2016 △△△ △△△ 

 国際出願：PCT/JP2016/△△△△△△            韓国：KR 10-2016-△△△△△△△ 

  米国：US 10/△△△△△△            フランス：FR 16△△△△△ 

 欧州：EP16△△△△△△            イギリス：UK16△△△△△ 

 

  

http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100619taiwa.pdf
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以下（非公開）は、非公開情報となります（＊） 

（＊原則公開しませんが、内容の一部を公開する必要が生じた場合等、別途ご相談の上、ご了解後に公開

させて頂く場合があります） 

 

IV. 成果の概要（非公開） 

＊ II の総括研究報告の内容以外で、非公開とする成果の概要を記載してください。 

（１）研究開発成果の概要 

 

 

 

 

 

 

（２）研究開発項目の実施状況及びマイルストーンの達成状況 

  （研究開発計画書のⅡ.２．担当別 研究開発概要に対応） 
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非公開情報（続き）となります 

（３）データベース等の整備関連 

【 該当： 有 ・ 無 】 

※成果としてのデータベース等の整備があれば、データベース名、公開の有無と所在場所（URL）

を記載してください。 

  (記入例)○○と△△の機能関係のデータベース（専門データベース名）、有、URL：http://www.~ 

 

1.  

2.  

3.  

 

（４）特許出願 

【 該当： 有 ・ 無 】 

※「有」を選択した場合は、以下の例を参考に、研究開発成果に係る当該年度に出願した特許出願に

関する情報を、Ⅲ．（４）に記載の特許出願を含めてすべて記載してください。また、特許出願等に

関する事後調査の窓口となる担当者（特許出願等の管理する担当者等）も記載してください。 

 

1. 特許出願について 

※出願番号、出願日、発明の名称、出願人名の順に記載してください。 

No 出願番号 出願日 発明の名称 出願人名 

例 特願 2016-012345 号（※1） 2016.10.23 映像装置 国立大学法人医療大学（※2） 

例 PCT/JP2016/012345（※1） 2016.10.05 化合物の製造方法 国立大学法人医療大学（※2） 

1     

2     

3     

4     

（例※1）必ず出願番号を記載してください（桁数、ハイフン-スラッシュにご注意ください。）。 

出願国によって表記が異なりますので、出願国に応じて以下のように記載してください。 

 日本：特願 2016-△△△△△△号          ドイツ：DE 10 2016 △△△ △△△ 

 国際出願：PCT/JP2016/△△△△△△            韓国：KR 10-2016-△△△△△△△ 

  米国：US 10/△△△△△△            フランス：FR 16△△△△△ 

 欧州：EP16△△△△△△            イギリス：UK16△△△△△ 

（※2）出願人が複数の場合は、すべての機関等を記載してください。 

 

2. 特許出願等に関する事後調査の窓口となる担当者（特許出願等の管理する担当者等） 

所属・役職名、氏名   

 

Email アドレス 

 

電話番号  

 

http://www.~/
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非公開情報（続き）となります 

V. 活動（班会議・運営委員会等の活動等） 

 

 

 

VI. 実施体制 

 【計画様式１付属資料１】研究開発参加者リストの通り 
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          補足説明資料 

作成上の留意事項 

 

１． 公表に関して 

（1） 提出締切り時点（事業年度終了６１日後）の情報として、毎年度当機構ホームページ上に公開さ

れます。知的財産関連の情報等公開に適さない内容が含まれていないか十分ご注意願います。 

（2） 委託研究開発成果報告書（報告様式４）を提出した時点で、公表について承諾したものとします。  

（3） 研究成果の公表により、特許権を取得できない、ノウハウとして秘匿すべき事項（例えば、製造

条件の詳細）が第三者に知られる、研究開発において第三者に先を越されるといった事態が起こり得

ます。特に、創薬研究については、化合物情報(有効成分)、生物活性情報と治療対象疾患の情報から第

三者が容易に研究内容を把握できてしまうため、次のように、化合物情報と生物活性情報（治療対象疾

患）のいずれかを公表しないといった工夫をすることが必要です。公表資料に記載する事項について

は、各研究機関の知的財産担当者等と相談することをお勧めします。 

例１．ある化合物の生物活性が新規である場合 

× 課題名：ＡＢ１２（名称から化学構造式が明らか）のＹＺキナーゼ阻害活性 

○ 課題名：化合物ＸのＹＺキナーゼ阻害活性 

→ 公表資料においては、例えば、化合物情報の具体的な開示を避ける。 

例２．標的（ＹＺキナーゼ）が抗がん剤のターゲットとして新規である場合 

× 課題名：化合物Ｘを有効成分とするＹＺキナーゼ阻害剤－新規機序による抗がん剤の開発 

○ 課題名：化合物Ｘを有効成分とする新規抗がん剤の開発 

→ 公表資料においては、ＹＺキナーゼが抗がん剤の新規ターゲットとなることは、できる限り

 開示しない。化合物Ｘの具体的な開示も避ける。 

 

２． 総括研究報告に関して 

（1） 研究開発代表者は、分担研究者の分も含め、課題全体についての成果の概要を総括研究報告とし

て作成してください。 

（2） 和文と英文、両方の作成が必要となります。当該年度の研究成果が明らかになるように、図表は

含めず、それぞれ１枚程度、文字の大きさは、１０～１２ポイント程度としてください。 

（3） 研究開発期間最終年度の場合、研究開発代表者は、分担者分を含む、初年度から最終年度までの

全研究開発期間における活動総括概要を作成してください。 

（4） 和文と英文の作成例は以下の通り。 

和文 

○○○○教授（○○大学 大学院○○研究科）、○○ ○○ チームリーダー（○○株式会社）らのグル

ープとともに、○○○○受容体 X 型（XXX）遺伝子変異による○系統疾患の疾患特異的○○○細胞モデ

ルおよび疾患マウスモデルにおいて、○血症治療薬である○○に○の成長を回復させる効果があること

を見出した。 

○系統疾患の一つである○○症（○○と略）と○○症（○○と略）は○○の遺伝子変異で起こり、成

長○○の異常により○○と○○障害を示す、現在は有効な治療薬がない疾患である。○○グループは、

患者の○○○細胞から○○細胞を分化誘導して○○組織を形成し、○○○細胞による○系統疾患モデル

を構築した。また、この細胞モデルを用いて、○○が○○の治療に有効である可能性を示した。 
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英文 

XXX mutations in the XX growth factor receptor X gene (XXXX) result in XXXX, such as XXX 

(XXX). The lack of disease models using human cells has identification of a clinically effective 

treatment for these diseases. Here we show that XXX treatment can XXX models and a mouse 

model of XXX. We converted XXX and XXX patients into XXX. The differentiation of XXX and 

XXX resulted in the formation of XXX . We found that XXXXX・・・ These results suggest that・・・. 
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（様式 10）                                   

【課題管理番号】 

平成   年   月   日 

 

 

平 成 ○ 年 度  補 助 事 業 成 果 報 告 書  

 

 

国立研究開発法人日本医療研究開発機構 殿 

 

（契約者） 

機関名 ：  

所属 役職 ：  

氏 名 ：  

                                       （公印不要） 

 

上記補助事業に関する成果の報告書を補助金取扱要領第 18条の規定に基づき提出します。 

※ P７の補足説明資料（作成上の留意事項、１.公表に関して）をご確認ください。 

 

I. 基本情報（公開）※AMED の HP での公開情報となります。 

 

事  業  名 ： （日本語） 

      （英 語） 

 

補助事業課題名： （日本語） 

      （英 語） 

 

補助事業担当者  （日本語） 

所属 役職 氏名： （英 語） 

      

実 施 期 間： 平成  年  月  日 ～ 平成  年  月  日 

 

分担研究     （日本語） 

分担課題名：  （英 語） 

     

補助事業分担者   （日本語） 

所属 役職 氏名： （英 語） 
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II. 成果の概要（総括研究報告：公開） 

 補助事業代表者による報告の場合 

和文と英文の両方を作成してください。 

※P７～８の補足説明資料（作成上の留意事項、２.総括研究報告に関して）に従い、作成すること。 

 

 補助事業分担者による報告の場合 

以下に補助事業代表者名（機関名・所属・氏名）を記載してください。 

補助事業代表者：                       総括研究報告を参照。 

 

III. 成果の外部への発表（公開） 

（１）学会誌・雑誌等における論文一覧（国内誌   件、国際誌   件） 

※著者名、タイトル、掲載誌名、発表年、巻、号、頁を発行日順に記載してください。また、補助事業

担当者には下線を引いてください。 

(記入例 1) 栄目戸太郎, 栄目戸花子, 栄目戸研太. △△に関する研究. ○○紙. 2015, 111, 2222-33. 

(記入例 2) AMED T, AMED H, AMED K. Research for △△. Journal of ○○. 2015, 111, 

2222-33. 

 

1.  

2.  

3.  

 

（２）学会・シンポジウム等における口頭・ポスター発表 

※発表題目、口頭・ポスター発表の別、発表者氏名、発表した場所、発表した時期、国内・外の別を記

載してください。また、補助事業担当者には下線を引いてください。 

(記入例) △△について, 口頭, 栄目戸太郎, 栄目戸花子, ××フォーラム, 2016/11/11, 国内. 

 

1.  

2.  

3.  

 

（３）「国民との科学・技術対話社会」に対する取り組み 

※発表した演題等、発表者氏名、発表した場所、発表した時期、国内・外の別を記載してください。ま

た、補助事業担当者には下線を引いてください。 

(記入例) △△について, 栄目戸太郎, ××シンポジウム, 2016/11/11, 国内. 

 

1.  

2.  

3.  
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『「国民との科学・技術対話」の推進について(基本的取組方針)』(平成 22 年 6 月 19 日科学技術政策担当大臣、

総合科学技術会議有識者議員)において、「研究活動の内容や成果を社会・国民に対して分かりやすく説明する、

未来への希望を抱かせる心の通った双方向コミュニケーション活動」を「国民との科学・技術対話」と位置づ

けています。1 件あたり年間 3,000 万円以上の公的研究費の配分を受ける場合には、「国民との科学・技術対

話」への積極的な取組みが求められています。詳しくは以下をご参照ください。 

http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100619taiwa.pdf 

 

公開情報（続き）となります 

（４）特許出願 

※特許出願番号の公開を希望する場合のみ、以下の例を参考にして、特許出願番号を記載してください。

なお、対象となるのは、補助事業成果に係る当該年度に出願した特許出願です。 

※特許出願は、原則、特許出願の日から１年６ヶ月間公開されないことにご注意ください。 

※特許出願が共同出願である場合又は貴学以外が出願人である場合は、他の出願人全員に特許出願番号

の公開の可否について必ずご確認ください。 

 

（記入例 1） 特願 2016-△△△△△△号 

（記入例 2） US 10/△△△△△△ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出願国によって表記が異なりますので、出願国に応じて以下のように記載してください。 

 日本：特願 2016-△△△△△△号          ドイツ：DE 10 2016 △△△ △△△ 

 国際出願：PCT/JP2016/△△△△△△            韓国：KR 10-2016-△△△△△△△ 

  米国：US 10/△△△△△△            フランス：FR 16△△△△△ 

 欧州：EP16△△△△△△            イギリス：UK16△△△△△ 

 

  

http://www8.cao.go.jp/cstp/output/20100619taiwa.pdf
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以下（非公開）は、非公開情報となります（＊） 

（＊原則公開しませんが、内容の一部を公開する必要が生じた場合等、別途ご相談の上、ご了解後に公開

させて頂く場合があります） 

 

IV. 成果の概要（非公開） 

＊ II の総括研究報告の内容以外で、非公開とする成果の概要を記載してください。 

（１）補助事業成果の概要 

 

 

 

 

 

 

（２）当該年度における項目の実施状況及びマイルストーンの達成状況 

  （補助事業計画書のⅡ.3. 担当別補助事業概要に対応） 
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非公開情報（続き）となります 

（３）データベース等の整備関連 

【 該当： 有 ・ 無 】 

※成果としてのデータベース等の整備があれば、データベース名、公開の有無と所在場所（URL）

を記載してください。 

  (記入例)○○と△△の機能関係のデータベース（専門データベース名）、有、URL：http://www.~ 

 

1.  

2.  

3.  

 

（４）特許出願 

【 該当： 有 ・ 無 】 

※「有」を選択した場合は、以下の例を参考に、補助事業成果に係る当該年度に出願した特許出願に

関する情報を、Ⅲ．（４）に記載の特許出願を含めてすべて記載してください。また、特許出願等に

関する事後調査の窓口となる担当者（特許出願等の管理する担当者等）も記載してください。 

 

1. 特許出願について 

※出願番号、出願日、発明の名称、出願人名の順に記載してください。 

No 出願番号 出願日 発明の名称 出願人名 

例 特願 2016-012345 号（※1） 2016.10.23 映像装置 国立大学法人医療大学（※2） 

例 PCT/JP2016/012345（※1） 2016.10.05 化合物の製造方法 国立大学法人医療大学（※2） 

1     

2     

3     

4     

（例※1）必ず出願番号を記載してください（桁数、ハイフン-スラッシュにご注意ください。）。 

出願国によって表記が異なりますので、出願国に応じて以下のように記載してください。 

 日本：特願 2016-△△△△△△号          ドイツ：DE 10 2016 △△△ △△△ 

 国際出願：PCT/JP2016/△△△△△△            韓国：KR 10-2016-△△△△△△△ 

  米国：US 10/△△△△△△            フランス：FR 16△△△△△ 

 欧州：EP16△△△△△△            イギリス：UK16△△△△△ 

（※2）出願人が複数の場合は、すべての機関等を記載してください。 

 

2. 特許出願等に関する事後調査の窓口となる担当者（特許出願等の管理する担当者等） 

所属・役職名、氏名   

 

Email アドレス 

 

電話番号  

 

http://www.~/
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非公開情報（続き）となります 

V. 活動（班会議・運営委員会等の活動等） 

 

 

 

VI. 実施体制 

 【計画様式 3】補助事業参加者リストの通り 
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          補足説明資料 

作成上の留意事項 

 

１． 公表に関して 

（1） 提出締切り時点（事業年度終了６１日後）の情報として、毎年度当機構ホームページ上に公開さ

れます。知的財産関連の情報等公開に適さない内容が含まれていないか十分ご注意願います。 

（2） 当該成果報告書（報告様式２）を提出した時点で、公表について承諾したものとします。  

（3） 研究成果の公表により、特許権を取得できない、ノウハウとして秘匿すべき事項（例えば、製造

条件の詳細）が第三者に知られる、研究開発において第三者に先を越されるといった事態が起こり得

ます。特に、創薬研究については、化合物情報(有効成分)、生物活性情報と治療対象疾患の情報から第

三者が容易に研究内容を把握できてしまうため、次のように、化合物情報と生物活性情報（治療対象疾

患）のいずれかを公表しないといった工夫をすることが必要です。公表資料に記載する事項について

は、各研究機関の知的財産担当者等と相談することをお勧めします。 

例１．ある化合物の生物活性が新規である場合 

× 課題名：ＡＢ１２（名称から化学構造式が明らか）のＹＺキナーゼ阻害活性 

○ 課題名：化合物ＸのＹＺキナーゼ阻害活性 

→ 公表資料においては、例えば、化合物情報の具体的な開示を避ける。 

例２．標的（ＹＺキナーゼ）が抗がん剤のターゲットとして新規である場合 

× 課題名：化合物Ｘを有効成分とするＹＺキナーゼ阻害剤－新規機序による抗がん剤の開発 

○ 課題名：化合物Ｘを有効成分とする新規抗がん剤の開発 

→ 公表資料においては、ＹＺキナーゼが抗がん剤の新規ターゲットとなることは、できる限り

 開示しない。化合物Ｘの具体的な開示も避ける。 

 

２． 総括研究報告に関して 

（1） 補助事業代表者は、分担研究者の分も含め、課題全体についての成果の概要を総括研究報告とし

て作成してください。 

（2） 和文と英文、両方の作成が必要となります。当該年度の研究成果が明らかになるように、図表は

含めず、それぞれ１枚程度、文字の大きさは、１０～１２ポイント程度としてください。 

（3） 補助事業期間最終年度の場合、補助事業代表者は、分担者分を含む、初年度から最終年度までの

全補助事業期間における活動総括概要を作成してください。 

（4） 和文と英文の作成例は以下の通り。 

和文 

○○○○教授（○○大学 大学院○○研究科）、○○ ○○ チームリーダー（○○株式会社）らのグル

ープとともに、○○○○受容体 X 型（XXX）遺伝子変異による○系統疾患の疾患特異的○○○細胞モデ

ルおよび疾患マウスモデルにおいて、○血症治療薬である○○に○の成長を回復させる効果があること

を見出した。 

○系統疾患の一つである○○症（○○と略）と○○症（○○と略）は○○の遺伝子変異で起こり、成

長○○の異常により○○と○○障害を示す、現在は有効な治療薬がない疾患である。○○グループは、

患者の○○○細胞から○○細胞を分化誘導して○○組織を形成し、○○○細胞による○系統疾患モデル

を構築した。また、この細胞モデルを用いて、○○が○○の治療に有効である可能性を示した。 
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英文 

XXX mutations in the XX growth factor receptor X gene (XXXX) result in XXXX, such as XXX 

(XXX). The lack of disease models using human cells has identification of a clinically effective 

treatment for these diseases. Here we show that XXX treatment can XXX models and a mouse 

model of XXX. We converted XXX and XXX patients into XXX. The differentiation of XXX and 

XXX resulted in the formation of XXX . We found that XXXXX・・・ These results suggest that・・・. 

 

 

 


